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さぬき市行政改革実施計画 

 

１ はじめに 

  この実施計画は、「さぬき市行政改革大綱」に基づいて、事務事業の項目ご

とに取り組むべき改革及び改善の内容、実施年度及びその担当部局を明らか

にすることによって、行政改革を着実に推進するものである。 

  また、施策調整や政策形成の過程における行政の公平かつ効率化を目指す

とともに、行政経費のコスト意識の高揚を図り、政策、施策及び事業につい

て市民と情報を共有するため、行政としての意思決定の過程、判断の基準、

内容の周知に努める。 

  さらに、行政改革の実効性を高めるため、事後評価としての行政評価シス

テムを導入する。 

 

２ 具体的な取り組み 

(1) 事務事業の見直し 

 事務事業の見直しに当たっては、事務事業の整理合理化、規制緩和の推進、

民間委託等の推進、補助金等の整理合理化及び地方分権に対応した簡素効率化

と総合化の５つの観点から、それぞれの事業の必要性、事業の効率的・効果的

な執行、受益と負担の公平性の観点から、慣例にとらわれない抜本的な見直し

を行う。 

ア 事務事業の整理合理化 

  事務事業の整理合理化については、行政の責任領域を改めて見直し、行政

関与の必要性、受益と負担の公平性の確保、行政効率及び効果等を十分に考

慮し、事務事業の整理及び合理化に努めるものとする。 

  また、既に計画又は実施した事業等であっても、必要性、効果等を十分に

勘案し、その実施について再検討することとし、次の項目について見直しを

行う。 

 

 ※ 表中 「 ○ 」は、検討・準備年度 

      「 ◎ 」は、実施年度（一部実施含む） 

      「  」は、その年度以降段階的に検討・実施する意味 
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実 施 年 度 備考 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19  

事務処理マニュアルの作

成 

各 課 － ○ ○ ◎    １ 

（概要）各係が異動等で替わっても、迅速に業務に対応できるよう事務処理マ

ニュアルを作成する。 

 

新たな少子化対策の検討 関係各課 － ○ ○ ◎   ２ 

（概要）新たな少子化対策の導入を検討し、市の活性化を図る。 

 

パークアンドライド事業の見直

し 

都市計画課 11,664 ○ ◎    ３ 

（概要）現在、同事業で整備した駐車場（81 区画）の利用料については無料で

ある。同事業で整備した他市町では有料化となっていることから、民間の駐車

場料金を参考に有料化する。 

 

人事・給与事務の見直し 秘書課 － ○ ○ ◎   ４ 

（概要）人事・給与システムは市長部局とそれ以外の部局に分けて事務処理し

ている。システム端末が総務課にしかなく非効率的であるが、守秘義務等のた

め、人事給与事務の一元化やシステムのレベルアップ等により事務の効率化を

図る。 

 

投票所及び選挙事務の見

直し 

総務課 1，680 ○ ◎    ５ 

（概要）選挙事務執行期間中、職員の健康管理及び人件費の削減を図るため、

プロジェクトチームを編成し事務体制の確立を図るとともに、投票所の見直し

を行う。 

 

課税台帳のデータ管理化 税務課 △7，043 ○ ○ ◎   ６ 

（概要）課税台帳をデータ管理することでペーパーレスを実現するとともに、

申告事務の迅速化を図り、待ち時間を短縮する。 

 

備品及び消耗品の購入事

務の見直し 

管財課 

各 課 

14,119 ○ ◎    ７ 

（概要）備品・消耗品の購入に際し単価契約を締結し、経費の節減を図る。ま

た、契約窓口の一元化により事務の簡素化を図る。（毎年１％程度の経費節減） 

 

イルカ飼養事業の見直し 政策課 80，000 ◎     ８ 

（概要）市は平成 16 年度より直接的な関与はせず、施設の利用等については今

後、関係団体等と協議する。 
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予算配分の見直し 財政課 － ○ ○ ◎   ９ 

（概要）限られた財源の中で、優先すべき施策・事業を効率的に実施するため、

各部局に予算配分できるよう検討する。（各部局から各課に予算配分） 

 

行政評価システムの導入 政策課 － ○ ○ ◎   10 

（概要）政策・施策や事務事業の客観性・透明性・市民満足度を高めるため、

評価指標に基づく行政評価システムを構築する。評価結果は、公表し行政運営

の透明性の向上を図る。また、行政内部においても、予算や定数の査定に活用

する。 

 

行政計画策定の手法の見

直し 

政策課 － ○     11 

（概要）各種行政計画の策定に当たり民間コンサルタントに委託する場合があ

るが、今後、費用対効果や職員の資質向上の観点から、外部委託する場合はア

ンケート集計や資料収集等に限定するなど、可能な限り直営で策定するよう検

討する。 

 

市広報紙の配布先の見直

し 

広報課 2,740 ○ ◎    12 

（概要）市広報を配布している団体等を見直す。 

２４８団体から５５団体に縮減する。 

 

高齢者福祉サービスの見直し 長寿障害福

祉課 

122,250 ○ ○ ◎   13 

（概要）高齢者対策について関係者による調査検討組織を設置し、敬老年金を

含め中長期的な高齢者福祉サービス計画全体を検討する。（敬老年金の廃止な

ど） 

 

敬老会事業の見直し 長寿障害福

祉課 

28,276 ○ ◎    14 

（概要）旧町時代から引き続き実施しているが、実施主体が不明瞭であるため

見直しを行う。（地域団体等に業務を移管） 

 

造林事業の見直し 農林水産課 7,000 ○ ◎    15 

（概要）植栽を針葉樹から、針葉樹＋広葉樹に変更し、下刈、除間伐等の経費

を削減する。 

 

消費者団体主催行事の見直し 商工観光課 － ○ ◎     16 

（概要）会場準備、資料作成等、市が業務を担っているため、主催団体の自発

的な活動に任せ、人的負担の軽減を図る。 

 

17 地域イベントの見直し 商工観光課 33,150 ○ ◎     
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（概要）イベントのあり方について検討するとともに、小規模イベントの統廃

合を含めた見直しを図り、新たなイベントを実施する。 

 

観光振興の一元化 商工観光課 － ○ ○ ◎   18 

 

 

（概要）現在ある３観光協会を統合も含め、有効な方策を検討し、観光振興の

一元化を図る。17 年度 審議会の設置    18 年度 市観光協会の設置 

 

農家相談業務の見直し 農業委員会 

事務局 

－ ○ ◎    19 

（概要）農業相談については、各支所を会場に隔月で実施しているが、相談件

数が少ないため、委員による直接相談を年２回とする。 

 

下水道事業の効率的な整

備の検討 

下水道課 － ○     20 

（概要）事業の実施状況確認（フォローアップ）・他の汚水処理施設との役割分

担の再点検・公表を前提とした「下水道事業効率化・重点化計画」の策定を行

い効率的な整備の検討を行う。 

 

市営住宅の総合的な計画

の見直し 

建設課 － ○     21 

（概要）社会的背景や市営住宅の果たすべき役割等を踏まえ、総合的な計画の

見直しを行う。 

 

道路等の管理の見直し 建設課 － ○     22 

（概要）ボランティア活動の推奨など、草刈・清掃等の恒常的な管理について

見直しを図る。 

 

交流事業の見直し 教育総務課 

生涯学習課 

－ ○ ○ ◎   23 

（概要）剣淵町、喜茂別町、栗沢町、アメリカ・パルアルト市などにおける小

中学生などの交流事業について見直し、既存の枠にとらわれず充実化を図る。 

 

 

 

イ 規制緩和の推進 

  各種申請に伴う提出書類、記載事項については可能な限り簡素化を図り、

様式の統一に努める。 

また、各種施設利用申請等の押印についても省略するとともに、事務処理

期間の短縮を図るため、決裁権限の明確化及び権限委譲に努める。 

さらに、行政手続制度の適切な運用を図るための必要な見直しを行う。 

 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考
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各種申請書等の押印の見直し 各課 － ○ ○ ◎   1 

各種申請書等の押印を可能な限り廃止し、自署で行う。検討組織を設置し、平成

17 年度を目標に運用規程を策定し、実施する。 

 

許認可等の規制緩和及び事務

手続の簡素化 

総務課 

関係各課 

－ ○ ○ ◎   2 

（概要）必要以上の許認可等の規制について廃止又は緩和が可能なものについて

見直すとともに、許認可等に係る諸手続、関係書類の簡素化及び処理日数の短縮

化を図る。 

 

 

 

ウ 民間委託の推進 

  民間委託の推進については、市民サービスの向上及び効率的な行財政の運

営を図るため、委託による実施が適切であると考えられる事業については、

行政責任を明確にしつつ、市の監督のもとに外部委託を行う。 

  また、委託の際には、その費用について厳格に調査し、類似業務の集約化

や複数受託者間の額の統一化などにより経費節減を図る。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考

委託業務の集約化 関係各課 － ○ ○ ◎   １ 

（概要）各課で委託している類似業務について集約化し、合理化を図るとともに、

経費の節減化を図る。 

 

会議録作成業務の外部委託 議会事務局 △2，600 ○ ◎    ２ 

（概要）会議録作成業務に係る大幅な時間削減による効率化。 

 

自主防災組織の設置推進及び

育成強化 

総務課 － ○ ◎    ３ 

（概要）地域社会における防災という共通目的のもとに、自治会組織等を単位と

して構成する自主防災組織の設置を推進するとともに育成強化を図る。 

 

不法投棄監視の情報提供業務

の委託 

生活環境課 － ○     ４ 

（概要）廃棄物等の不法投棄に対し、郵便局との情報提供業務に関する委託

契約を結んでおり、効果を上げていることから、今後、他団体・ボランティ

アにも協力を求め不法投棄を防止する。 

 

 

５ 市立保育所の公設民営化 子育て支援

課 

－ ○ ○ ○ ○ ◎  
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 （概要）待機児童のゼロ作戦の推進、保育の多様な需要、三位一体改革に伴う公

立保育所運営補助金の削減等が進行している。これを受け市立保育所の改築整備

と併せて、公募による運営主体を選定し、民営化を図る。 

 

大串自然公園ぶどう園等の施

設管理業務 

農林水産課 － ○     ６ 

（概要）さぬきワイナリーの関係施設（見本園）として、補助事業で整備した施

設であるが、施設のあり方等も含めた見直しを今後進めていく。 

 

 

市民病院事務当直の外部委託 市民病院 

秘書課 

975 ◎     ７ 

（概要）事務当直については、臨時職員 3名が毎日 1名ずつ交代勤務しているが、

委託により人件費の削減を図る。 

 

 

水道施設の運転管理業務の委

託 

水道局 － ○ ○ ○ ○ ◎ ８ 

（概要）浄水場・配水施設（ポンプ場・配水池等）の運転、管理（保守点検を含

む）を業務委託し、人件費を削減する。 

 

 

 

エ 補助金の整理合理化 

  各種団体に対する補助金については、補助目的及び活動の状況などから補

助基準の統一により助成の妥当性について検討する。 

また、補助金の新設に当たっては、終期を設定する。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考

補助金等の適正化 財政課 

政策課 

関係各課 

－ ○ ○ ○ ◎  １ 

 

 

（概要）団体の主体的な運営を促進する観点から、個々の補助金等についてメリ

ット、公平性、公正性及び効率性等の全体的な再点検を行うとともに、受益者の

適正な負担や経費節減努力などを要請する。また、導入予定の行政評価システム

の中で補助金の有効性につき検証し、整理合理化を図る。さらに、補助金の新設

に当たっては終期を設定する。 

 

２ 社会福祉法人に対する助成

制度の見直し 

長寿障害福祉

課 

子育て支援課 

－ ○ ○ ○ ○ ◎  

  （概要）老人福祉施設整備等に係る建設補助金及び利子補給金のあり方について

検討する。  
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母子愛育会活動補助金の見

直し 

健康づくり

推進課 

400 ○ ◎    ３ 

（概要）平成 16 年度より補助金額を削減する。 

 

食生活改善推進協議会活動

費補助金の見直し 

健康づくり

推進課 

800 ○ ◎    ４ 

（概要）平成 16 年度より補助金額を削減する。 

 

老人クラブ育成補助金の見

直し 

長寿障害福

祉課 

1,176 ○     ５ 

（概要）補助金額を見直す。 

 

塵芥処理関係補助金の見直

し 

生活環境課 1,900 ○     ６ 

 

 （概要）資源リサイクル奨励金や生ごみ処理機等設置補助金等について、実態に

即した見直しを行うとともに、事業の所期の目的を終えたものについては廃止を

検討する。 

 

農業団体補助金の見直し 農林水産課 4，765 ◎     ７ 

（概要）農業団体等への補助金については、従来の実績をもとに、市域全体の均

衡を保つように統合または廃止の方向で整理してきたが、今後も見直しを進めて

いく。 

 

水田農業構造改革対策関連 

助成事業の見直し 

農林水産課 17，600 ◎     ８ 

（概要）平成 16 年度から 18 年度まで地域水田農業ビジョンに基づき、国より産

地づくり交付金が交付されることとなっている。市としては、米の生産調整達成

及び産地づくりを図るため、農協と共同で米の生産調整達成者に単独助成を行う

が、作物の作付け状況や担い手の育成状況等により助成方法を見直す。 

 

水産振興補助金等の見直し 農林水産課 13，112 ◎     ９ 

（概要）水産関係団体への補助金も含めて水産振興事業補助金について、引き続

き見直しを行い効果発現に努める。併せて、水産基盤整備事業についても工法等

を再検討の上、経費縮減を図る。 

 

土地改良区運営助成の見直し 土地改良課 2，600 ◎     10 

（概要）現在、市内にある土地改良区に対し、運営の助成を行っているが、助成

基準を見直す。 

 

アグリさぬき補助金の見直し 農業委員会

事務局 

1，170 ◎     11 

（概要）今後のあり方について、団体が自主的に運営できるよう協議の場を設置

するとともに、助成基準を定め、見直しを図る。 
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教育関係団体補助金の見直し 教育委員会

事務局各課

－ ○ ○ ◎   12 

（概要）教育関係諸団体の運営等補助金について、補助金支出の目的、効果、活

動実績等を見直し、整理合理化を検討する。 

 

(2) 組織・機構 

 組織・機構については、高齢化、国際化及び情報化等による社会経済情勢の

変化に対応し、新たな行政課題及び市民のニーズに対応した施策を総合的かつ

機能的に展開するための組織・機構として、見直しを図る。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考

組織・機構の見直し 総務課 

政策課 

－ ○ ◎    1 

（概要） 

・  企画・立案、施策実施、行政評価、行政管理等、行政サイクルの円滑化を

図るため、現行システムの検証とともに効率的な組織・機構の構築に努める。

また、行政分野の規制緩和等に基づき、官民の役割分担や費用対効果を検証

し、大胆な組織の統廃合を推進する。さらに、フラットな組織の導入を検討・

実施し、柔軟な運用ができる横型の組織を目指し、意思決定の迅速化、流動

的・機能的な組織運営を目指す。 

 

・ 見直しの基本方針 

① 事務事業を円滑に遂行できる簡素で効率的な組織を目指す。 

② 類似団体との比較により組織の数を見直し、スリム化を図る。 

③ 速やかな意思決定が図れる組織体制を構築する。 

④ 市民に分かりやすい組織名称の採用に努める。 

 なお、平成 16 年度に庁内検討組織を設置して見直し案を策定する。 

 

全市規模の行事等における

庁内の人的応援体制の構築 

関係各課 － ○ ◎    2 

 

（概要）市を挙げてのイベント・行事等を実施する際に、プロジェクトチームの

編成等、庁内の人的応援体制を構築する。 

 

3 グループ制の導入 総務課 

政策課 

－ ○ ○ ◎    
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  （概要）事務の効率化と行政需要に的確かつ柔軟に対応するため、現行の係制を

見直し、業務内容に応じた執行体制を臨機応変に整えることができるグループ制

の導入について検討を行い、可能な部署から段階的に導入する。 

出張所の見直し 市民課 － ○ ○ ○ ○ ◎ 4 

（概要）一部出張所の廃止も含めて、出張所のあり方について検討する。 

 

小・中学校の規模の適正化 学校教育課 － ○ ◎    ５ 

（概要）小学校の適正規模化、中学校の機能充実を図るため、通学区域の見直し

を行う。平成１６年度に「（仮称）学校再編等検討会」を設置する。 

 

学校給食業務の見直し 学校教育課 － ○ ○ ◎   ６ 

（概要）学校給食は現在、大川学校給食共同調理場、志度学校給食共同調理場、

単独校調理場（３）で実施している。老朽化している単独校調理場は廃止し、共

同調理場に業務を統合する。 

 

幼・保一元化の推進 学校教育課

子育て支援課 

－ ○ ○ ○ ○ ◎  ７ 

（概要）市民のニーズに対応して、地域の実情に応じ、幼稚園の統合や保育所と

の一元化を図る。 

 

 

(3) 定員及び給与 

 定員管理については、地方公共団体の経営にかかわる最重要課題という基本

認識のもと、合併前旧町において、住民満足度に配慮しつつ、職員の増加を極

力抑制してきた。また、合併時においても、その財政的効果も踏まえ、２年間

の新規採用を見送ったところである。 

今後、市民ニーズの高度化・多様化とともに、高齢・少子化や地方分権の進

展に伴い、新規の行政需要が増加することが見込まれる。しかし、それに対し

ては、職員定数を増加することなく、組織・機構の簡素・合理化、事務・事業

の見直し、民間委託の推進等を図りながら、原則として現職員の配置転換によ

って対応し、将来的な職員数の抑制を行う。 

 

 

ア 定員管理の適正化及びその計画 

  現時点で分析・精査した行政需要に対して、合併に関する協議の中で検討・

分析した財政的効果も踏まえ、総務省の提示する定員モデルや類似都市の職

員数を参考にしながら、定員適正化計画を早期に定め、退職・採用に関して

計画的かつ適正な管理を推進する。 
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  なお、本計画の期間における各年次の目標数値については、次表のとおり

とする。 

  ただし、市民病院については、当計画から除く。 

 

イ 給与の適正化 

  給与の適正化については、適正な給与体系を確立し、特殊勤務手当の見直

しを行う。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考

給与体系の確立 秘書課 － ○     1 

（概要）職員給与については、合併時に財政事情等により調整ができていない。

今後、財政事情や他市の状況も見極めながら計画的に統一化する。 

 

各種手当の見直し 秘書課 

関係各課 

－ ○     2 

（概要）管理職手当等については、社会情勢と他市の状況も見ながら、随時、廃

止や時限的な減額を含めた見直しを図る。 

 

目 標 数 値 年度 

項目 １４ １５ １６ １７ １８ １９ 計画期間中

職 員 数 ５８６ ５６６ ５４７ ５４２ ５３９ ５３１ 

増 減 数 （▲２０） ▲１９ ▲５ ▲３ ▲８ ▲５ （▲６０）

▲４０

※ 年度当初 

 

 

（計画期間中の効果額） 

○退職による効果額・・・・・・・・・・  783,000 千円 

○採用による負担額（前年加算含む。）・・▲395,500 千円 

       計               387,500 千円 

 

  計画期間中の退職予定者数：８７人・・・1人当たり人件費 ９００万円／年 

       〃  採用予定者数：４７人・・・    〃    ３５０万円／年 
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(4) 人材の育成・確保 

ア 人材育成の推進 

  時代の変化に即応する政策形成能力や豊かな創造力を備えた職員の育成や

全職員を対象にした研修機会の提供に努める。 

  また、職員の意識向上を図るため、研修体系の充実に努めるとともに、行

政事務に必要な事項において、自主的かつ意欲的な研究活動を行うグループ

に対して、その研究活動を支援する制度を確立する。 

実 施 年 度 備 考 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19  

人材育成計画の策定 

（人材育成基本方針の策定及

び研修の実施） 

秘書課 － ○ ◎    1 

（概要）職員の能力開発を効果的に推進するため、人材育成の目的、方策等を

明確にした人材育成基本方針を策定し、研修等の充実等を図る。 

 

職員の意識改革の推進 秘書課 

総務課 

 

－ ○ ◎    2 

（概要）①あらゆる分野への男女共同参画の推進・・・男女共同参画の推進を

図るために、各種審議会等における女性の登用を促進する。また、職員の意識

改革を図るため、研修を実施する。 

②危機管理等に関する職員の意識改革の推進・・・予期せぬ災害に柔軟に対応

できる思考力と創造力育成、災害現場において的確な行動のできる職員育成の

ための研修等を実施する。 

 

職員提案制度の導入 

 

秘書課 

 

－ ○ ○ ◎   3 

（概要）職員提案制度を導入し､事務改善や職員の政策形成能力の向上を目指す。 

 

昇任試験制度の創設 秘書課 － ○ ○ ○   4 

（概要）優秀な人材を確保し、職員の意欲を喚起するため昇任試験制度を創設

する。 

 

人事評価制度の導入 秘書課 － ○ ○ ◎   5 

（概要）「頑張れば報われる」職場環境づくりや職員の資質向上を図るため、

人事評価制度を導入する。調査・検討・試行期間を経て実施する。 

 

6 人事異動等における自己申告

制度の充実 

秘書課 

 

－ ◎   
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 （概要）職員の意識高揚による職場の活性化を図るため、引き続き人事異動等

における自己申告を実施するとともに、見直しを行い制度の充実を図る。 

 

 

 

イ 多様な人材の確保 

  資格取得研修などの各研修会への積極的な参加を進め、スペシャリストの

育成により、人材の確保を図る。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考 

専門職員等の養成 秘書課 － ◎     １ 

（概要）専門的な知識や技術等を修得するため自治大学校・市町村職員中央研

修所、全国市町村国際文化研修所などの専門研修機関への派遣コースを拡大す

る。また、研修等の修了者は、職員研修等での講師として研修等の成果を遺憾

なく発揮するものとする。 

 

情報関連専門職員の養成 

 

広報課 

秘書課 

－ ◎     ２ 

（概要）本格的な電子自治体時代の到来に備え、的確に対応できる専門職員の

確保を図るとともに、一般職員についても研修を実施する。 

 

 

(5) 行政の情報化等のサービス向上 

 行政の情報化等のサービスの向上については、窓口における対応の改善を図

るため、総合案内窓口の充実を図る。 

 また、情報システムやネットワークの整備を進め、各種申請事務の簡素化及

び迅速化を図り、市民の立場に立った行政サービスの向上に努める。 

ア 窓口等における対応の改善及び行政サービスの統合化 

  総合案内窓口の充実化、申請様式の簡素化及び統一化を進めるとともに、

可能な限り押印を廃止する。 

  また、市民サービスの向上を実効性のあるものにするため、市民サービス

向上委員会（仮称）を設置する。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考 

総合案内窓口の充実 各部署 － ○ ◎    １ 

（概要）各部署の総合案内窓口を充実させ、ワンストップ化等について順次

検討し、市民サービスを向上させる。 
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（仮称）市民サービス向上委

員会の設置 

市民課 － ○ ◎    ２ 

（概要）全庁体制で窓口サービスを始めとして、あらゆる市民サービスの向

上について検討・提言する組織を設置する。 

 

収納窓口等の拡大 水道局監

理課、 

生活環境

課等 

7,200

ソフト開発

△4,059

○     ３ 

（概要）水道料金については、集金制を廃止し、コンビニエンスストアでの

収納に切り替える。また、し尿汲取券は各支所及び出張所での取扱いを検討

し、市民の利便性の向上に努める。 

 

窓口取扱時間の延長 関係各課 － ○ ◎    ４ 

（概要）市民サービスを向上するため、繁忙期等における窓口取扱時間の延

長について検討する。 

実施に当たっては、職員の時差出勤等による対応を検討する。 

 

（仮称）市民目安箱の設置 各支所 

生活環境

課 

総務課 

政策課 

－ ○ ◎    ５ 

（概要）地域の実態に応じた地域住民の提言を受ける窓口とし、行政改革の

推進等に対する市民の評価及び意見を受け付け、行政改革の適切な展開に反

映させる。 

 

 

 

イ 行政の情報化等の推進 

  ＯＡ機器の急激な普及により一人１台パソコンの時代が到来し、これに伴

い事務が効率化し、扱う量も大容量化している。今後、庁内のネットワーク

化の充実により、さらに事務効率を高めるとともに、市民サービスにも広く

活用していかなければならない。庁内ＬＡＮ・ネットワーク整備の目的は、

情報の共有化によるデータベースの有効活用及び市民サービスの向上にある。 

  今後の問題点としては、規格が統一化されない大量のＯＡ機器が職場に氾

濫し、非経済的な上に事務効率を低下させている部分もあり、これらを総合

的に見直していく。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考 
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全庁的なＬＡＮの充実・点

検 

総務課 － ◎     １ 

（概要）情報の共有化を促進し、事務の効率化を図るため、ＬＡＮを点検し、

充実化を図る。 

 

地理情報システムの導入 関係各課 － ○ ○ ◎   

（概要）事務の効率化を図るため、地図情報を利用する関係各課の情報をデ

ータベース化する地理情報システムを導入する。 

 

 

２ 

（下水道管理、市道管理、上水道管理等）  

 

(6) 公正の確保と透明性の向上 

ア 行政手続の適正化 

  行政手続条例等の運用の実態を踏まえ、簡素で効率的な行政システムの確

立を図るため、行政手続制度の見直しを図る。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考 

行政手続制度の見直し 総務課 － ○ ○ ◎   1 

（概要）簡素で効率的な行政システム確立を図るため、継続的に制度の見直

しを行う。 

 

  

イ 情報公開の推進 

  情報公開制度の運用の実態を踏まえ、その内容の充実に努める。 

また、高度で多様化する市民ニーズに対応し、市民本位の行政経営時代に

ふさわしい行政スタイルに転換するため、インターネットによる情報公開の

導入を行う。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考 

情報公開制度の内容充実化 総務課 － ○ ◎    １ 

 

 

 

（概要）情報公開制度の内容を充実させるため、申請方法の簡素化などにつ

いて継続的に検討し、充実化を図る。 

 

２ 

 

議会会議録の公表 議会事務

局 

－ ○ ○ ◎    
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 （概要）議会会議録をさぬき市ホームページに掲載し、議会の透明性を確保

する。 

 

監査委員による監査結果の

公表 

監査委員

事務局 

－ ○ ○ ◎   ３ 

（概要）市政の透明性を確保するため、市ホームページなどにより、監査委

員による監査結果を公表する。 

 

会議公開の充実・強化 広報課 － ◎     ４ 

（概要）各種審議会等の審議状況などの公開については既に実施しているが、

範囲を広めるなど充実・強化を図る。 

 

 

ウ 市民への情報提供 

  市民への配布物が、毎月各種団体を含めてかなりの量になっているととも

に、用紙のサイズにも不統一があることから、一元化に向けて検討する。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

（千円） 15 16 17 18 19 

備 考 

市統計書の作成・公表 政策課 － ○ ○ ◎   １ 

（概要）市勢に関する統計データを市ホームページで公表するとともに、事

務・事業にも活用する。 

 

市ホームページの充実 広報課 － ◎     ２ 

（概要）引き続き市民等に情報を提供するとともに、内容について検証し、

質、量とも充実させる。 

 

広報配布物の見直し 広報課 

各課 

－ ◎     ３ 

 

 （概要）引き続き広報配布物の少量化に努めるとともに、用紙サイズについ

ても一元化する。 

 

行政改革の周知 政策課 － ○ ◎    ４ 

（概要）行政改革の取り組み状況について、可能な限り市民に理解していた

だけるよう工夫し、お知らせする。 

 

各種情報手段の活用による

積極的な情報の提供 

広報課 － ◎     ５ 

 

 （概要）情報提供に当たっては、市民のニーズを把握するとともに、広く情

報に接することができるように努める。 

 

 - 15 -



 

(7) 経費の節減・合理化等の財政健全化 

 経費全般について、徹底的な見直しを行い、その節減と合理化を図るととも

に、予算の厳正な執行を図るものとする。 

実 施 年 度 NO 施策の名称 所管課 効果額 

（千円） 15 16 17 18 19 

備 考 

市税等の徴収率の向上 関係各課 233,592 ○ ◎    １ 

（概要）不透明な景気の動向など、徴収事務を取り巻く環境は更に厳しくな

ることが予想されることから、市民に対し、口座振替制度の周知、奨励を図

るなど納付意識の高揚を図るとともに、悪質な滞納者については差押え等、

厳正に対処する。 

     平成 1４年度徴収率（現年分） 

市民税等    97.89％  国保税     95.40％  

保育料     99.92％  公営住宅家賃  94.49％  

水道使用料   92.79％  下水道使用料  99.29％  

ＣＡＴＶ使用料 98.72％  介護保険料   98.95％ 

 

各種使用料・手数料の見直

し 

関係各課 － ○ ○ ◎   ２ 

（概要）各種使用料・手数料について、受益者負担の原則に基づき、見直し

を行う。 

 

会計事務の見直し 出納室 320 ○ ◎    ３ 

（概要）支払命令書の削減化を図るとともに、添付資料についても簡素化す

る。支払命令書を 1 債権者／月１枚とする。添付書類のコピー枚数を半減す

る。 

（参考）年間約２万枚程度を削減 

 

交際費の見直し 秘書課 1,600 ○ ○ ◎   ４ 

（概要）交際費のうち、「祝い金」について、参加行事を整理のうえ、段階的

に縮減し、廃止する。 

 

コピー用紙の節減 総務課 

各課 

1,843 ◎     ５ 

 

 

 

（概要）年間 900 万枚程度使用しており、両面コピーやリサイクルボックス

の活用促進により毎年５％程度の経費を削減する。 

 

６ 光熱水費の削減 各課 － ◎      
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 （概要）職員の省エネ意識を高揚させるため、昼休み中の消灯をはじめ、冷

暖房の温度設定についても徹底する。 

 

都市公園の維持管理見直し 都市計画

課 

－ ○ ○ ◎   ７ 

（概要）公園清掃業務については委託により実施しているが、今後、地域ボ

ランティア組織・協議会の育成等により管理体制を充実させ、地域住民との

連携を強めながら効率的な維持管理に努める。 

 

在宅健康管理システムの見

直し 

健康づく

り推進課

－ ○ ○ ○ ◎  ８ 

（概要）負担や今後の事業のあり方について見直しを行う。 

 

放課後児童クラブにおける

保護者負担の適正化 

子育て支

援課 

－ ○ ○ ◎   ９ 

（概要）受益者負担の適正化を図るため、管理費用や他市との比較を行いつ

つ、改定を検討する。 

 

公用車管理の見直し 管財課 － ○ ◎    10 

（概要）公用車を適正台数に整理し、管理体制を見直す。 

 

バランスシートの作成 財政課 － ○ ○ ◎   11 

（概要）バランスシートの作成により、財政状況の的確な把握及び行政の透

明性を図る。 

 

 

(8) 会館等の公共施設 

 会館等の公共施設については、利用者のサービス向上と運営の効率化を図り、

利用状況が低い施設の有効利用の検討を行う。 

 さらに、管理運営を委託しているものについては、地方自治法の改正による

指定管理者制度の導入について早期に決定し、条例等の整備を図る。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考 

施設利用の利便性の向上に

向けた取組み 

関係各課 － ○ ○ ○ ◎  １ 

(概要)体育館や公民館などの施設使用について、使用時間、使用の申込み、

貸出基準を見直し、利便性の向上を図る。 

 

２ 施設使用料減免規定の見直

し 

関係各課 － ○ ○ ○ ◎   
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 （概要）各施設の使用については、受益者負担の原則に基づく取扱いを行っ

ている。各施設における減免の規定については、運用等において統一化され

ていないため、しばしば混乱を招いている場合がある。このため、関係部署

で統一化に向け調整する。 

 

各種公共施設の使用申込や

管理の一元化 

関係各課 － ○ ○ ○ ○ ◎ 

 

３ 

（概要）スポーツ施設、福祉施設、文化施設などの使用申込み及び管理の一

元化を行う。施設の受付予約については公共施設予約システムの導入を検討

する。また、日常清掃等の業務についても使用団体に依頼するなど、見直し

を行う。 

 

自治会館的な性格を有する

施設の取扱いの見直し 

長寿障害

福祉課、

まちづく

り推進課

－ ○ ○ ◎   4 

（概要）「志度地区いこいの家」等の自治会館的な性格を有する施設の取扱い

について見直しを行う。（施設の管理を利用者に変更） 

 

 

 

(9) 公共工事 

 公共工事においては、市民の視点を勘案しつつ、コスト縮減計画等の策定に

よって、コスト削減の徹底を図る。 

実 施 年 度 No 施策の名称 所管課 効果額 

(千円) 15 16 17 18 19 

備 考 

（仮称）公共工事コスト縮

減に関する行動計画の策定 

関係各課 － ○ ○ ○ ○ ◎ 1 

（概要）市が行う公共工事について、見直しを行う。 
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行政改革実施計画に基づく今後の節減等効果額（試算） 

                             （単位：千円） 

区       分 金   額 

１ 事務事業の見直し 335，734

(1) 事務事業の整理合理化 293，836

(2) 規制緩和 － 

(3) 民間委託の推進 ▲1，625

 

(4) 補助金の整理合理化 43，523

２ 組織・機構 － 

３ 定員及び給与 387，500

(1) 定員管理の適正化及びその計画 387，500 

 (2) 給与の適正化 － 

４ 人材の育成・確保 － 

(2) 多様な人材の確保 －  

  

５ 行政の情報化等のサービスの向上 3，141

(1) 窓口等における対応の改善と行政サービ

スの総合化 

3，141 

(2) 行政の情報化等の推進 － 

６ 公正の確保と透明性の向上 － 

(1) 行政手続の適正化 － 

(2) 情報公開の推進 － 

 

(3) 市民への情報提供 － 

７ 経費の節減・合理化等の財政健全化 237，355

(1) 経費の節減・合理化 3，763 

(2) 自主財源の確保 233，592

８ 会館等の公共施設 － 

９ 公共工事 － 

合      計 963，730
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